
 

 
 
 

少子化対策に関する政策評価書 

（新エンゼルプランを対象として） 

 
 
目次 

 

 
 
表紙(PDF) 
 
前書き(PDF) 
 
目次(PDF) 
 
第１  評価の対象とした政策等(PDF)

１   評価の対象とした政策
２  評価を担当した部局及びこれを実施した時期

３  評価の観点
４  学識経験を有する者の知見の活用に関する事項

５  評価を行う過程において使用した資料その他の情報に関する事項 
 

第２    政策効果等の把握の結果(PDF)

I    政策の内容等 

 

１  政策の内容及び位置付け 
(1)   政策の背景事情
(2)   新エンゼルプラン策定までの主な取組

(3)   新エンゼルプランの策定とその位置付け
(4)   新エンゼルプランの内容

(5)   新エンゼルプラン策定後の状況

２  政策効果の把握の手法 
(1)   政策効果の発現の脈絡
(2)   政策効果の把握の手法

(3)   アンケート調査

 II  政策効果の把握の結果 
１  新エンゼルプランに掲げる施策の進ちょく状況と行政コスト 
(1)   施策の進ちょく状況
(2)   推進に係る国の行政コスト

２  子育てに関する負担感の緩和・除去の状況 
(1)   仕事と子育ての両立に係る負担感の緩和・除去

(2)   子育てそのものの負担感の緩和・除去

３  出産・育児インセンティブの付与の状況 



 

 

 

(1)   出産・育児インセンティブの付与
(2)   出生数・合計特殊出生率

(3)   外部要因
(4)   政策効果の発現の脈絡について

４  分野及び施策間において相対的に特に充実が望まれているもの 
(1)   分野間において相対的に特に充実が望まれているもの

(2)   分野内の施策間において相対的に特に充実が望まれているもの

５  少子化対策に関する地方公共団体独自の評価の実施について

第３    評価の結果及び意見(PDF)

１   評価の結果
 ２  意見

関連資料編 
  目次(PDF) 
  資料１から９(PDF) 
  資料10から33(PDF) 
  資料34－１及び34－２(PDF) 
  資料34－３(PDF) 
  参考(PDF)



 

 

 

 

 

 

 

 

 

少子化対策に関する政策評価書 
 

－新エンゼルプランを対象として－ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 16 年７月 

 

 

 

総    務    省 
 

 



 

前 書 き 

 

 

近年、我が国における合計特殊出生率（ある年次における 15 歳から 49 歳までの

女子の年齢別の出生率を合計したもの）は、低下の一途をたどり、平成 15 年には

過去最低の 1.29（概数）と人口を維持するのに必要な水準（2.08）を大幅に下回っ

ている。こうした急速な少子化が、労働力人口の減少、市場規模の縮小、現役世代

への負担の増大などを通じ、経済成長へのマイナス効果や地域社会の活力の低下、

子どもの社会性がはぐくまれにくくなることなど将来の我が国の社会経済に広く

深刻な影響を与えることが懸念されている。 

このため政府においては、中長期的に進めるべき総合的な少子化対策の指針とし

て、平成 11 年 12 月に「少子化対策推進基本方針」（平成 11 年 12 月 17 日少子化対

策推進関係閣僚会議決定。以下「基本方針」という。）が策定されている。また、

最近では、平成 15 年３月に、従来の対策に付加するものとして、「次世代育成支援

に関する当面の取組方針」（平成 15 年３月 14 日少子化対策推進関係閣僚会議決定）

が策定され、同年７月には、次世代育成支援対策推進法(平成 15 年法律第 120 号)、

少子化社会対策基本法(平成 15 年法律第 133 号)等が成立したところである。 

基本方針に盛り込まれた少子化対策のうち、特に重点的に取り組むことが必要な

施策については、いわゆる「新エンゼルプラン」（「重点的に推進すべき少子化対策

の具体的実施計画について」（平成 11 年 12 月 19 日大蔵・文部・厚生・労働・建設・

自治６大臣合意））が策定され、関係行政機関の密接な連携の下に、同プランに基

づく少子化対策が進められている。 

また、平成 16 年６月には、少子化社会対策基本法に基づき「少子化社会対策大

綱」が策定され、この大綱において「平成 16 年中に施策の具体的実施計画（新新

エンゼルプラン）を策定する」こととされた。 

このため、この政策評価では、少子化対策について、新エンゼルプランに掲げる

施策が関係行政機関の連携の下に総体としてどのような効果を上げているか等の

総合的な観点から、一括して、全体として評価を行い、新新エンゼルプランの在り

方等関係行政の今後の在り方の検討に資するよう実施したものである。 
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第１ 評価の対象とした政策等 

１ 評価の対象とした政策 

「重点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画について」（平成 11 年 12 月

19日大蔵・文部・厚生・労働・建設・自治６大臣合意。以下「新エンゼルプラン」

という。）に掲げる政策 

 

２ 評価を担当した部局及びこれを実施した時期 

総務省行政評価局 厚生労働担当評価監視官 

平成15年８月から16年７月                 [資料１参照] 

 

３ 評価の観点 

少子化対策について、「新エンゼルプラン」に掲げる政策が、関係行政機関の連携

の下に、総体としてどのような効果を上げているかなどの総合的な観点から、一括

して、全体として評価を行った。 

 

４ 学識経験を有する者の知見の活用に関する事項 

本評価の調査分析及び評価書の作成に当たっては、次のとおり、学識経験を有す

る者等から評価全般に係る意見や、住民アンケート調査を始めとした調査分析の手

法に対する具体的な助言等を得て、評価の結果に反映させた。 

ⅰ) 政策評価・独立行政法人評価委員会（政策評価分科会）の審議に付し、本政策

評価の全般に係る意見等を得た。                [資料２参照] 

ⅱ) 有識者からなる「少子化対策に関する政策評価」に係る研究会を開催し、住民

アンケート調査の設計及び実施、分析手法等に関して助言を得た。 [資料３参照] 

ⅲ) 実際に子育てをしている母親に対して、少子化対策、子育ての負担感等につい

て「グループインタビュー調査」を実施した。         [資料33参照] 

 

５ 評価を行う過程において使用した資料その他の情報に関する事項 

当省が実施した調査の結果（住民アンケート調査及びグループインタビュー調査

を含む。）のほか、主として以下の資料を使用した。 

なお、個々のデータの出典については、当該図表の欄外に注記を付すとともに、

図表に係る基礎データについては関係資料編に掲載した。 

ⅰ) 内閣府「国民生活白書」等 

ⅱ) 総務省「国勢調査報告」等 

ⅲ) 文部科学省「子どもの学習費調査報告書」、「学生生活調査結果」等 

ⅳ) 厚生労働省「厚生労働白書」、「人口動態統計」等 

ⅴ) 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」、「出生動向基本調査 結

婚と出産に関する全国調査夫婦調査の結果概要」等 
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第２ 政策効果等の把握の結果 

Ⅰ 政策の内容等 

１ 政策の内容及び位置付け 

⑴ 政策の背景事情 

ア 新エンゼルプラン策定前の少子化の状況 

我が国における合計特殊出生率（15 歳から 49 歳までの女子の年齢別出生率

を合計したもので、１人の女子が仮にその年次の年齢別出生率で一生の間に生

むとしたときの子ども数に相当）は、戦後の第１次ベビーブームの時期である

昭和 22 年には 4.54 であった。その後は、おおむね毎年低下し、平成 10 年に

は 1.38 と戦後最低となり、人口を維持するのに必要な水準（人口置換水準）

である2.08を大幅に下回った。昭和40年代後半には200万人を超えていた出

生数は、平成10年には120万3,147人となった。       [資料４参照] 

このような少子化の主な原因としては、晩婚化の進行等による未婚率の上昇

（注）があったと考えられていた。 

また、「少子化対策推進基本方針」（平成11年12月17日少子化対策推進関係

閣僚会議決定。以下「基本方針」という。）によると、未婚率上昇の背景には、

結婚に関する意識の変化と併せて、固定的な性別役割分業を前提とした職場優

先の企業風土、核家族化や都市化の進行等による仕事と子育ての両立の負担感

の増大や、子育てそのものの負担感の増大があるものと考えられていた。そし

て、近年における急速な少子化は、労働力人口の減少、高齢者比率の上昇や市

場規模の縮小、現役世代の負担の増大などを通じ、経済成長へのマイナス効果

や地域社会の活力の低下、子どもの健全な成長への悪影響など将来の我が国の

社会経済に広く深刻な影響を与えることが懸念されていた。 

（注） 当省の「国勢調査報告」等によると、未婚率（年齢階級別人口のうちの未婚者の割合）

は、「15歳以上」では平成２年から７年にかけて女性は23.4％（パーセント）から24.0％

へ、男性は31.2％から32.1％へと上昇した。この間、女性では特に「25～29歳」で、40.2％

から48.0％へと上昇し、男性では特に「30～34歳」で、32.6％から37.3％へと上昇した。

また、生涯未婚率（50歳時の未婚率）は、平成２年から７年にかけて女性は4.33％から

5.10％へ、男性は5.57％から8.99％へと上昇した。       [資料５及び６参照] 

 

イ 将来の推計人口 

  国立社会保障・人口問題研究所が平成９年１月に公表した「日本の将来推計

人口」の中位推計によれば、合計特殊出生率は、現在の水準に比べてある程度

回復するものの、人口置換水準まで向上することは見込まれず、これに伴い、

生産年齢人口が減少し、総人口が持続的に減少していくことが予測されていた。 

  総人口等の各指標は、次のとおり推計されていた。 

(ｱ) 総人口の推計 
総人口（平成７年１億2,557万人）は、増加し続け、平成19年（１億2,778

万人）にピークに達した後、減少に転じ、62年（2050年）には１億50万人
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となる。 

(ｲ）生産年齢人口の推計 

生産年齢人口（15 歳から 64 歳までの人口と定義。平成７年 8,726 万人）

は、平成７年以降減少し続け、62年には5,490万人となる。 

(ｳ) 出生数の推計 

出生数（平成７年118万人）は、平成16年(125万人)まで増加するが、そ

の後は減少に転じ、62年には81万人となる。 

(ｴ) 合計特殊出生率の推計 

合計特殊出生率（平成７年1.42）は、平成12年（1.38）まで低下し続け、

その後上昇に転じ、42年（2030年）以降は1.61と一定になる。 

 

⑵ 新エンゼルプラン策定までの主な取組 

我が国の合計特殊出生率は急速に低下し、平成元年には 1.57 となり、昭和 41

年（丙午）の 1.58 を下回ったため、いわゆる「1.57 ショック」といわれ、少子

化が強く意識された。このため、政府は、これを機に、少子化問題に本格的に取

り組み始めた。                    [表Ⅰ－１－⑴参照] 

 

表Ⅰ－１－⑴ 新エンゼルプランまでの主な歩み 

昭和 61 年４月 

 

平成２年１月 

 

６年12月 

 

 

 

７年４月 

９年１月 

 

９年10月 

 

10年４月 

    

10年６月 

    

10年７月 

・男女雇用機会均等法（雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確

保等に関する法律（昭和60年法律第45号））の施行 

・「1.57ショック」 

（平成元年の合計特殊出生率が昭和41年（丙午）の1.58を下回った。） 

・「今後の子育て支援のための施策の基本的方向について（エンゼルプラ

ン）」（文部・厚生・労働・建設の４大臣による合意）の策定 

・「当面の緊急保育対策等を推進するための基本的考え方（緊急保育対策等

５か年事業）」（大蔵・厚生・自治の３大臣による合意）の策定 

・育児休業給付制度の施行 

・「日本の将来推計人口」の公表（国立社会保障・人口問題研究所） 

（合計特殊出生率の予測：平成42年～62年 1.61） 

・厚生省人口問題審議会報告「少子化に関する基本的考え方について－人口

減少社会、未来への責任と選択－」 

・「児童福祉法」（昭和22年法律第14号）の一部改正・施行（保育所選択

制の導入） 

・平成 10 年版厚生白書（少子社会を考える－子どもを産み育てることに

「夢」を持てる社会を－）発行 

・「少子化への対応を考える有識者会議」を開催（内閣総理大臣主宰）、同

年12月提言 

（注） 厚生労働省の資料に基づき当省が作成した。 

 

⑶ 新エンゼルプランの策定とその位置付け 

平成10年12月21日、内閣総理大臣主宰の「少子化への対応を考える有識者会

議」において、少子化問題に対応するため、「働き方に関する事項」と「家庭、地

域、教育のあり方などに関する事項」について約150項目にわたる具体的な方策



 

 4

及び推進体制についての提言が取りまとめられた。 

この提言を受けて、平成11年５月に、少子化に対応し、関係行政機関相互が緊

密に連携して家庭や子育てに夢を持てる環境整備を効果的かつ総合的に推進する

ため、内閣総理大臣の主宰のもと、関係閣僚によって構成される「少子化対策推

進関係閣僚会議」（以下「閣僚会議」という。）が開催され、今後、政府が進める

べき少子化対策の基本的な方針を策定することとされた。これを受けて、関係閣

僚により、基本的な方針の策定に向けた議論が行われ、平成11年12月の第４回

閣僚会議において、基本方針が決定された。 

基本方針は、政府が中長期的に進めるべき総合的な少子化対策の指針として策

定されたものであり、その中で、特に重点的に取り組むことが必要な分野である、

働き方、保育サービス、相談・支援体制、母子保健、教育、住宅等については、

関係各省において、具体的実施計画を策定することとされた。これに基づき、平

成11年12月、大蔵、文部、厚生、労働、建設及び自治の６大臣の合意により、

「重点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画について（新エンゼルプラ

ン）」が策定され、その効果的な推進を図るものとされた。 

   

⑷ 新エンゼルプランの内容 

基本方針では、「少子化の原因と背景に対応して、仕事と子育ての両立に係る負

担感や子育ての負担感を緩和・除去し、安心して子育てができるような様々な環

境整備を進めることにより、21世紀の我が国を家庭や子育てに夢や希望を持つこ

とができる社会にしようとする」ことを基本的考え方としている。また、少子化

対策の推進に当たっては、「①結婚や出産は、当事者の自由な選択に委ねられるべ

きものであること、②男女共同参画社会の形成や、次代を担う子どもが心身とも

に健やかに育つことができる社会づくりを旨とすること、③社会全体の取組みと

して、国民的な理解と広がりをもって子育て家庭を支援すること」を基本的視点

としている。 

新エンゼルプランでは、このような基本的考え方及び基本的視点の下に、同プ

ランに掲げられた①保育サービス等子育て支援サービスの充実、②仕事と子育て

の両立のための雇用環境の整備、③働き方についての固定的な性別役割分業や職

場優先の企業風土の是正、④母子保健医療体制の整備、⑤地域で子どもを育てる

教育環境の整備、⑥子どもたちがのびのび育つ教育環境の実現、⑦教育に伴う経

済的負担の軽減、⑧住まいづくりやまちづくりによる子育ての支援の８つの分野

に沿って、平成12年度から16年度までの５年間、各種施策（一部の施策につい

ては、平成16年度における数値目標を設定）を推進することとされている。 

 

⑸ 新エンゼルプラン策定後の状況 

     新エンゼルプラン策定後、平成14年１月の「日本の将来推計人口」（国立社会

保障・人口問題研究所）において、「少子化が一層進展する」との推計結果が出さ
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れた。これを背景として、同年５月に総理大臣から、「子育てしやすい環境はどう

あるべきかなど少子化の流れを変えるための実効性のある対策を検討してほし

い」旨の指示があったことを受け、厚生労働省は、同年９月にもう一段の少子化

対策を推進するため、「少子化対策プラスワン」を公表した。政府は、これを踏ま

え、少子化対策の一層の充実に関する方針として、平成15年３月に「次世代育成

支援に関する当面の取組方針」（閣僚会議決定）を策定した。 

     また、第156回国会において、平成15年７月には、子どもが健やかに生まれ、

かつ、育成される環境の整備のための取組について、都道府県、市町村及び事業

主が平成17年度からの行動計画を策定することなどを内容とする、次世代育成支

援対策推進法（平成15年法律第120号）及び少子化に的確に対処するための施策

を総合的に推進することなどを内容とする、少子化社会対策基本法（平成15年法

律第133号）が成立し、公布された。 

     さらに、平成16年６月には、少子化社会対策基本法第７条に基づき、少子化に

対処するための施策の指針として、総合的かつ長期的な少子化に対処するための

施策の大綱となる「少子化社会対策大綱」が策定された。この大綱においては、

盛り込まれた施策についての効果的な推進を図る観点から、重点施策についての

具体的実施計画を「新新エンゼルプラン」として平成16年中に策定することとし

ている。                       [表Ⅰ－１－⑵参照] 

 
表Ⅰ－１－⑵ 新エンゼルプラン策定後の状況 

平成 12 年４月 

   

13 年７月 

14 年１月 

   

14 年３月 

14 年９月 

     

15 年３月 

 

15 年７月 

   

16 年６月 

16 年 中  

・ 「国民的な広がりのある取組みの推進について」を決定（少子化への対

応を推進する国民会議） 

・ 「仕事と子育ての両立支援策の方針について」を閣議決定 

・ 「日本の将来推計人口」の公表（国立社会保障・人口問題研究所） 

（少子化が一層進展（合計特殊出生率が低下）する、と見込んでいる。）

・ 「少子化社会を考える懇談会」の開催（厚生労働大臣主宰） 

・ 「少子化社会を考える懇談会」の中間とりまとめ（厚生労働省） 

・ 「少子化対策プラスワン」の公表（厚生労働省） 

・ 「次世代育成支援に関する当面の取組方針」の策定（少子化対策推進関

係閣僚会議） 

・ 「次世代育成支援対策推進法」の成立・公布 

・ 「少子化社会対策基本法」の成立・公布 

・ 「少子化社会対策大綱」の策定 

・ 新新エンゼルプランの策定（予定） 

（注） 厚生労働省の資料に基づき当省が作成した。 

 

２ 政策効果の把握の手法 

⑴ 政策効果の発現の脈絡 

前述Ⅰ－１－⑷のとおり、新エンゼルプランは、仕事と子育ての両立に係る負

担感や子育ての負担感を緩和・除去し、21世紀の我が国を家庭や子育てに夢や希

望を持つことができる社会にしようとするものである。このことから、当省とし

ては、今回の評価を行うに当たり、新エンゼルプランの政策効果の発現の脈絡を、
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新エンゼルプランに掲げられている各種施策を推進することにより、ⅰ）国民が

抱いている「仕事と子育ての両立に係る負担感」や「子育ての負担感」が緩和・

除去され、ⅱ）持ちたい者は誰もが、家庭や子育てに夢や希望を持つことができ

る社会づくりが進められ、その結果、ⅲ）出生数が増加し、合計特殊出生率も上

昇する、というものに設定した。 

     

また、本評価では、政策効果を把握するために、 

① 「仕事と子育ての両立に係る負担感や子育ての負担感の緩和・除去」という

政策効果については、「子育ての負担感の緩和」 

② 「家庭や子育てに夢や希望を持つことができる社会づくり」という政策効果

については、「夢」や「希望」とは、当事者の自由な選択を前提として抱くよう

になる、例えば、「子どもを育てたいという夢」であり、「子どもを持ちたいと

いう希望」であることから、「子どもを持ちたいと思えるようになった（なる）

か」（以下「出産・育児インセンティブの付与」という。） 

③ 「出生数の増加」及び「合計特殊出生率の上昇」という政策効果については、

「出生数」及び「合計特殊出生率」 

を指標とした。                    [図Ⅰ－２－⑴参照] 
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図Ⅰ－２－⑴ 新エンゼルプランの政策効果の発現脈絡 

 

    新エンゼルプランの推進 

 

 

 

過程ⅰの政策効果  仕事と子育ての両立に係る負担感や子育ての負担感の緩和・除去 

 

<指標>    子育ての負担感の緩和 

 

  

 

過程ⅱの政策効果   家庭や子育てに夢や希望を持つことができる社会づくり 

 

<指標>     出産・育児インセンティブの付与 

＝ 「子どもを持ちたいと思えるようになった（なる）か」 

 

 

 

過程ⅲの政策効果   出生数の増加、合計特殊出生率の上昇 

 

<指標>   出生数、合計特殊出生率 
 

 

⑵ 政策効果の把握の手法 

ア 施策の進ちょく状況と行政コスト 

新エンゼルプランに掲げられている施策の進ちょく状況については、平成15

年 12 月に公表された「「少子化対策推進基本方針」に基づく平成 14 年度の施

策の推進状況及び平成15年度において講じようとする施策」（厚生労働省）並

びに文部科学省、厚生労働省及び国土交通省（以下「関係三省」という。）に

対する当省の調査により把握した。 

また、新エンゼルプランに掲げられている施策を推進するために国が投入す

る行政コストについては、新エンゼルプランの計画年度である平成 12 年度か

ら16年度までの国の予算額を関係三省に対する当省の調査により把握した。 

 

イ 子育てに関する負担感の緩和・除去 

図Ⅰ－２－⑴における過程ⅰの政策効果である「仕事と子育ての両立に係る

負担感や子育ての負担感の緩和・除去」については、さらに「仕事と子育ての
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両立に係る負担感の緩和・除去」と「子育てそのものの負担感の緩和・除去」

に分け、それぞれ、関係三省に対する当省の調査と、これまで関係機関におい

て実施された既存のアンケート調査結果等により把握した。また、今回、当省

で実施した住民アンケート調査（後述）においても把握した。 

   

ウ 家庭や子育てに夢や希望を持つことができる社会づくり 

図Ⅰ－２－⑴における過程ⅱの政策効果である「家庭や子育てに夢や希望を

持つことができる社会づくり」については、既存の調査結果が無いため、当省

で実施した住民アンケート調査（後述）により把握した。 

  

エ 出生数・合計特殊出生率 

「人口動態統計」（厚生労働省）により把握した。 

     

⑶ アンケート調査 

図Ⅰ－２－⑴における過程ⅰの指標である「子育ての負担感の緩和」と同図過

程ⅱの指標である「出産・育児インセンティブの付与」については、⑵のイ及び

ウのとおり、当省が平成16年１月から２月にかけて実施した「少子化対策（新エ

ンゼルプラン）に関する住民アンケート調査」により把握した。この住民アンケ

ート調査は、全国44都道府県に居住する20歳から39歳までの男女６千人を対象

として実施したものである。                 [資料34参照] 

このアンケート調査は、主に次の２点を明らかにすることを目的としたもので

ある。 

 

ア 新エンゼルプランに掲げられている施策の作用度 

新エンゼルプランに掲げられている施策のうち 21 の施策について、その施

策を利用するなどして、「子どもを持ちたいと思えるようになったか」どうか

を尋ねた。これら 21 の施策は、アンケート調査における回答者の過重な負担

を避けるため、一定の基準（注）に基づいて選定し、その数を限定したもので

ある。 

（注） 事前アンケート調査で、①その施策を利用した者及び利用意図のあった者の合計が15％

以上の施策、又は②その施策を利用等して「子育ての負担感が非常に緩和された」との回

答が25％以上のものを選定の基準とした。 

 

イ 新エンゼルプランの分野・施策間において相対的に特に充実が望まれている

もの 

新エンゼルプランに掲げられている各分野及び各施策が、国民からみてどの

程度その充実が望まれているのかについて尋ねた。具体的には、「子どもを持

ちたいと思えるようになるために、特に充実を望む」分野及び施策を、用意し

た選択肢のうちからおおむね３分の１に相当する数を選択するよう求めた。 
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なお、選択肢の設定に際しては、新エンゼルプランに掲げられている分野及

び施策以外で特に充実が望まれていると考えられるニーズを、グループインタ

ビュー調査及びロジックツリー分析によって抽出した。 

[資料７及び33参照] 

 

Ⅱ 政策効果の把握の結果 

１ 新エンゼルプランに掲げる施策の進ちょく状況と行政コスト 

⑴ 施策の進ちょく状況 

新エンゼルプランに掲げられている平成12年度から15年度までの施策の進ち

ょく状況をみると、次の施策については遅れがあるものの、新エンゼルプラン全

体としては着実に進んでいる。 

ⅰ) 「保育サービス等子育て支援サービスの充実」の分野の乳幼児健康支援一時

預かりの推進等一部の施策 

ⅱ) 「母子保健医療体制の整備」の分野の周産期医療ネットワークの整備、小児

救急医療支援事業等の施策 

ⅲ) 「地域で子どもを育てる教育環境の整備」の分野の一部の施策 

                            [資料８参照] 

    

⑵ 推進に係る国の行政コスト 

新エンゼルプランに掲げられている施策の予算額（内数又は事業費でしか把握

できないものを除く。）の合計は、平成12年度は8,936億8,200万円、13年度は

9,645億1,600万円、14年度は9,849億7,900万円、15年度は1兆145億6,600

万円、16年度は9,423億5,800万円と、１兆円前後で推移している。 

[資料９参照] 

 

２ 子育てに関する負担感の緩和・除去の状況 

⑴ 仕事と子育ての両立に係る負担感の緩和・除去 

ア 施策の内容 

前述Ⅰ－２－⑴のとおり、新エンゼルプランの過程ⅰの政策効果は、「仕事と

子育ての両立に係る負担感や子育ての負担感の緩和・除去」であり、これは「仕

事と子育ての両立に係る負担感の緩和・除去」と「子育てそのものの負担感の

緩和・除去」に分けられる。このうち、「仕事と子育ての両立に係る負担感の

緩和・除去」に影響を与えると考えられる施策は、主として次のとおりである。 

(ｱ) 保育サービス等子育て支援サービスの充実 

ａ 低年齢児の受入れの拡大（需要の多い０～２歳の保育所受入枠の拡大） 

ｂ 多様な需要に応える保育サービスの推進（延長保育、休日保育等の推進） 

ｃ 放課後児童クラブの推進 

(ｲ) 仕事と子育ての両立のための雇用環境の整備 
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ａ  育児休業を取りやすく、職場復帰をしやすい環境の整備 

ｂ 子育てのための時間確保の推進等子育てをしながら働き続けることので

きる環境の整備（事業主による子育て支援の促進等） 

(ｳ) 働き方についての固定的な性別役割分業や職場優先の企業風土の是正 

ａ 職場優先の企業風土の是正 

これら施策の実施により、その総合的な効果として、「仕事と子育ての両立

に係る負担感の緩和・除去」に作用すると考えられる。 

 

イ 政策効果の把握手法 

「仕事と子育ての両立に係る負担感」について、新エンゼルプランの推進に

より、その緩和・除去が図られているか否かを直接的に示すデータは見いだす

ことができなかった。そこで、政策効果を測定する指標として、①児童のいる

世帯の母の就業や夫婦の共働きが進んでいるか否かを把握するため、「児童の

いる世帯の母の就業率」及び「児童のいる世帯の夫婦共働き率」（注１）、②子

育てのために離職する母親が減少しているか否かを把握するため、「出産・育

児を理由とした離職者数（女性）の割合」、③夫の家事・育児への参画度が進

んでいるか否かを把握するため、「妻の家事・育児時間に対する夫の家事・育

児時間の割合」（注２）を設定し、新エンゼルプランの計画年度以前と最近の

時点との時系列比較により、「仕事と子育ての両立に係る負担感の緩和・除去」

が図られているかどうかを把握した。 

（注１） 事業により対象となる児童の年齢が異なることに留意し、児童の年齢について、末子

が｢６歳未満｣と｢６～８歳｣の年齢で把握することとした。 

（注２） 財団法人こども未来財団の｢平成12年度子育てに関する意識調査事業調査報告書｣（平

成13年３月）により、末子の年齢別に子育ての負担感をみると、小学生以上の子ども

に比べて就学前の子どもの場合の方が、肉体的負担感、「時間的な余裕がない」、「気が

やすまらない」、「趣味等を気軽に楽しめない」といった自由がきかないことや精神的な

面に関する負担感がより高く示されている。このため、調査の対象は、｢末子が６歳未

満｣の場合とした。 

 

ウ 政策効果の把握結果 

前述Ⅱ－２－⑴－イにより設定した指標による効果の把握結果は、次のとお

りである。 

(ｱ) 厚生労働省が実施した「国民生活基礎調査」の結果により、「児童のいる世

帯の母の就業率（末子の年齢が「６歳未満」と「６～８歳」）」について、平

成11年と14年とを比較すると、末子の年齢が「６歳未満」の場合には32.6％

から35.5％へと2.9ポイント、末子の年齢が「６～８歳」の場合には52.6％

から55.9％へと3.3ポイント上昇している。 

なお、末子の年齢が「６歳未満」の児童のいる世帯のうち、末子の年齢が

「３歳未満」の児童のいる世帯の母の就業率をみても、25.9％から28.6％へ

と2.7ポイント上昇している。           [図Ⅱ－２－⑴参照] 
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また、同調査の結果により、「児童のいる世帯の夫婦共働き率（末子の年齢

が「６歳未満」と「６～８歳」）」について、平成11年と14年とを比較する

と、末子の年齢が「６歳未満」の場合には29.3％から31.3％へと2.0ポイン

ト、末子の年齢が「６～８歳」の場合には45.8％から46.2％へと0.4ポイン

ト上昇している。 

なお、末子の年齢が「６歳未満」の児童のいる世帯のうち、末子の年齢が

「３歳未満」の児童のいる世帯の夫婦共働き率をみても、23.8％から26.0％

へと2.2ポイント上昇している。                    [図Ⅱ－２－⑵参照] 

 

  図Ⅱ－２－⑴ 児童のいる世帯の母の就業率（末子の年齢が６歳未満と６～８歳） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   <参考 末子の年齢が３歳未満の児童のいる世帯の母の就業率> 

 

 

 

 

（注）１ 厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成11年及び14年）に基づき当省が作成し

た。 

２ 末子の年齢別にみた児童のいる世帯数のうち、母が就業している世帯数（母の

み就業、夫婦共働きの世帯を含む。）の構成割合である。 

３ 「３歳未満」は、児童のいる世帯数及び母が就業している世帯数（母のみ就業、

夫婦共働きの世帯を含む。）が、「６歳未満」の児童のいる世帯数及び母が就業し

ている世帯数（同）の内数である。 
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図Ⅱ－２－⑵ 児童のいる世帯の夫婦共働き率（末子の年齢が６歳未満と６～８歳） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    <参考 末子の年齢が３歳未満の児童のいる世帯の夫婦共働き率> 

 

 

 

 

 

（注）１ 厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成11年及び14年）に基づき当省が作成し

た。 

２ 末子の年齢別にみた児童のいる世帯数のうち、夫婦共働きの世帯数の構成割合

である。 

３ 「３歳未満」は、児童のいる世帯数及び夫婦共働きの世帯数が、「６歳未満」の

児童のいる世帯数及び夫婦共働きの世帯数の内数である。 

 

なお、厚生労働省が育児休業制度の実施状況等を把握するために平成 11

年度及び14年度に実施した「女性雇用管理基本調査」の結果を比較すると、

次のような状況がみられる。 

ａ 女性の育児休業取得率（出産した女性労働者に占める育児休業取得者の

割合）は、56.4％から64.0％へと7.6ポイント上昇し、女性の育児休業者

の職場復帰率も82.1％から88.7％へと6.6ポイント上昇している。 

                            [資料11参照] 

ｂ 「育児のための勤務時間短縮等の措置を導入している事業所の割合」は、

40.6％から50.6％へと10.0ポイント上昇している。   [資料12参照] 

ｃ 「子どもの看護休暇制度のある事業所の割合」は、8.0％から10.3％へと

2.3ポイント上昇している。                [資料13参照] 

(ｲ) 厚生労働省が実施した「雇用動向調査」の結果により、「出産・育児を理

由とした離職者数（女性）の割合」について、平成11年から14年までみる

と、5.0％から4.2％へと0.8ポイント低下している。 [図Ⅱ－２－⑶参照] 

(ｳ) また、総務省が実施した「社会生活基本調査」の結果により、「妻の家事・

育児時間に対する夫の家事・育児時間の割合」について、平成８年と13年と

を比較すると、7.5％から10.3％へと2.8ポイント上昇している。 
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                                   [図Ⅱ－２－⑷参照］ 

(ｴ) 前述(ｱ)、(ｲ)及び(ｳ)から、政策効果の発現状況をみると、総じて効果は

上がっており、仕事と子育ての両立に係る負担感は緩和されてきているとい

える。 

しかし、図Ⅱ－２－⑴のとおり、末子の年齢が「６歳未満」の児童のいる

世帯の母の就業率は、30％台にとどまっている。 

また、図Ⅱ－２－⑷のとおり、「妻の家事・育児時間に対する夫の家事・育

児時間の割合」については、平成８年と13年とを比較すると、2.8ポイント

上昇しているものの、妻の家事・育児時間は増加しており、仕事と子育ての

両立に係る負担感は、いまだ緩和の途上にあるといえる。 

 

図Ⅱ－２－⑶   出産・育児を理由とした離職者数（女性）の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 厚生労働省「雇用動向調査報告」（平成11年から14年）に基づき当省が作成した。 

２ 離職者（女性）の離職理由のうち、「個人的理由（出産・育児）」の割合である。 

 

 

図Ⅱ－２－⑷  妻の家事・育児時間に対する夫の家事・育児時間の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      （注）１ 当省の調査「社会生活基本調査報告」（平成８年及び13年）による。 
２ 末子の年齢が「６歳未満」の子どもがいる世帯の夫婦（15歳以上の有業者） 

の一日の家事と育児の週全体平均時間（時．分）の合計である。 
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⑵ 子育てそのものの負担感の緩和・除去 

ア 施策の内容 

新エンゼルプランの過程ⅰの政策効果のうち、もうひとつの「子育てそのも

のの負担感の緩和・除去」に影響を与えると考えられる施策は、主として次の

とおりである。 

(ｱ) 保育サービス等子育て支援サービスの充実 
ａ 在宅児も含めた子育て支援の推進 

(ｲ) 母子保健医療体制の整備 

ａ 国立成育医療センターの整備等 

ｂ 総合周産期母子医療センターを中核とした周産期医療ネットワークの整

備 

ｃ 小児救急医療支援の推進 

ｄ 不妊専門相談センターの整備 

(ｳ) 地域で子どもを育てる教育環境の整備 

ａ 体験活動等の情報提供及び機会と場の充実 

ｂ 地域における家庭教育を支援する子育て支援ネットワークの整備 

ｃ 学校において子どもが地域の人々と交流し、様々な社会環境に触れられ

るような機会の充実 

ｄ 幼稚園における地域の幼児教育センターとしての機能等の充実 

(ｴ) 子どもたちがのびのび育つ教育環境の実現 

ａ 学習指導要領等の改訂 

ｂ 平成14年度から完全学校週５日制を一斉に実施 

ｃ 高等学校教育の改革及び中高一貫教育の推進 

ｄ 子育ての意義や喜びを学習できる環境の整備 

ｅ 問題行動へ適切に対応するための対策の推進 

(ｵ) 教育に伴う経済的負担の軽減 

ａ 育英奨学事業の拡充 

ｂ 幼稚園就園奨励事業等の充実 

(ｶ) 住まいづくりやまちづくりによる子育ての支援 

ａ ゆとりある住生活の実現 

ｂ 仕事や社会活動をしながら子育てしやすい環境の整備 

ｃ 安全な生活環境や遊び場の確保 

これら施策の実施により、その総合的な効果として、「子育てそのものの負担

感の緩和・除去」に作用すると考えられる。 

 

イ 政策効果の把握手法 

「子育てそのものの負担感」について、新エンゼルプランの推進により、そ

の緩和・除去が図られているか否かを直接的に示すデータは見いだすことがで
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きなかった。そこで、政策効果を測定するため、「子育ての辛さ」に対する人々

の意識の変化について新エンゼルプランの計画年度以前と最近の時点との時

系列比較を行い、「子育てそのものの負担感の緩和・除去」が図られているか

どうかを把握した。 

 

ウ 政策効果の把握結果 

  前述Ⅱ－２－⑵－イにより設定した指標による効果の把握結果は、次のとお

りである。 

(ｱ) 子育てそのものの負担感の緩和・除去の状況 

新エンゼルプランの計画年度以前である平成 11 年と計画年度３年目であ

る14年に、内閣府が実施した世論調査の結果は、次のとおりである。 

ａ 「子育てを楽しいと感じるときの方が多い」と答えた者の割合は、54.9％

から 51.1％へと 3.8 ポイント低下している。一方、「楽しいと感じるとき

と辛いと感じるときが同じくらい」と答えた者の割合は、33.1％から

32.4％へと0.7ポイント低下し、「辛いと感じるときの方が多い」と答えた

者の割合は、4.4％から5.9％へと1.5ポイント上昇している。これらの結

果から、子育てそのものの負担感は緩和・除去されているとはいえない。 

                         [図Ⅱ－２－⑸参照] 

 

図Ⅱ－２－⑸ 子育ての楽しさ、辛さについて 
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（注）１ 内閣府「少子化に関する世論調査報告書」（平成11年）及び「社会意識に関す

る世論調査報告書」（平成14年）に基づき当省が作成した。 
２ 「自分にとって子育てを楽しいと感じることが多いか、それとも辛いと感じる
ことが多いか」という問いに対する回答者の割合である。 

３ 回答者は、平成11年は全国18歳以上の男女で3,530人、14年は全国20歳以
上の男女で6,798人である。 

 

ｂ 上記調査において、「楽しいと感じるときと辛いと感じるときが同じくら

い」又は「辛いと感じるときの方が多い」と答えた者に対して、その辛さ

の内容の質問として、「子どもの将来の教育にお金がかかること」を挙げた
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者の割合は、44.4％から51.6％へと7.2ポイント、また「子どもが小さい

ときの子育てにお金がかかること」を挙げた者の割合は、21.8％から

24.8％へと3.0ポイント上昇しており、子育てに係る経済的な負担感が増

大している。一方、これ以外の「自分の自由な時間がなくなること」、「子

どもの相手は体力や根気がいること」、「自分が思ったように働けないこと」、

「子どもにどのように接すればよいか分からないこと」等は、おおむね低

下している。                    [図Ⅱ－２－⑹参照] 

これらの結果から、新エンゼルプランの計画年度以前と以後において、

子育てそのものの負担感が緩和・除去されていない主な原因は、子育てに

係る経済的な負担感の増大にあるといえる。 
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（注）１ 内閣府「少子化に関する世論調査報告書」（平成11年）及び「社会意識に関す
る世論調査報告書」（平成14年）に基づき当省が作成した。 
２ 子育てを「楽しいと感じることと辛いと感じることが同じくらい」、「辛いと感
じることの方が多い」と答えた者に、「自分にとって子育ての辛さとはどんなこと
だと思うか」という問いに対する回答者の割合（複数回答）である。 
３ 回答者は、平成11年は全国18歳以上の男女1,323人、14年は全国20歳以上
の男女2,601人である。 

 
(ｲ) 子育てに係る経済的な負担感の状況 

前述(ｱ)のとおり、子育てに係る経済的な負担感が増大し、子育てそのもの

の負担感が緩和・除去されているとはいえないことが明らかにされたところ

であるが、この経済的な負担感について、その実態や新エンゼルプランに掲

げられている施策の実施状況等を把握した結果は、次のとおりである。 

ａ 関連施策の内容 

子育てに係る経済的な負担感の軽減のうち、教育に伴う経済的な負担感

を緩和・除去するための新エンゼルプランに掲げられている施策は、育英

奨学事業の拡充及び幼稚園就園奨励事業等の充実である。 

図Ⅱ－２－⑹ 子育ての辛さの内容 
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 ｂ 施策の実施状況等 

育英奨学事業の拡充については、新エンゼルプラン計画開始年度である

平成12年度における貸与人員は69万6,000人であったが、14年度には79

万2,000人に拡大している。 

なお、大学生の収入のうち、日本育英会（注）等による奨学金の占める

割合は、平成10年度の7.0％から14年度には10.1％へと上昇している。 

幼稚園就園奨励事業の充実については、保育料等の減免額の増額等の措

置が講じられてきている。その結果、最大減免を行った場合における保護

者の負担額（全国平均年額）は、公立幼稚園については、平成11年度の5

万 2,000 円から15年度の2万 2,000 円へと57％減額され、私立幼稚園に

ついては、平成11 年度の 13 万 5,000 円から 15 年度の 5万 9,000 円へと

56％減額され、保護者の負担額は大幅に減少している。 

これらから、新エンゼルプランの関連施策は、着実に実施されていると

いえる。                      [資料16及び17参照] 
（注） 日本育英会は、平成16年３月末をもって廃止され、奨学金事業は「独立行政法人

日本学生支援機構」へ引き継がれた。 
 

ｃ 子育てに係る経済的な負担感が増大している背景等 

子育てに係る経済的な負担感が増大している背景としては、幼稚園就園

から大学卒業までに要する費用（注）が増加している一方で、家計支出が

減少していること、そして生活費（食費、被服費、水道光熱費など）も含

めた子どもを育てるのにかかる合計費用の家計に占める割合が大きいこと

などが挙げられる。 

なお、幼稚園就園から大学卒業までに要する費用については、公立（大

学は国立）コースでは、平成10年度の1,132万5,800円から14年度は1,147

万0,418円へと、また、私立コース（小学校、中学校は公立）では、10年

度の1,533万7,329円から14年度の1,578万2,345円へと、ともに増加し

ている。 

一方、家計支出（月額）については、平成10年の32万8,186円から14

年の30万6,129円へと5.3％減少している。 

また、生活費（食費、被服費、水道光熱費など）も含めた子どもを育て

るのにかかる合計費用は、 財団法人こども未来財団が行った調査によると、

子どもの典型的な就学パターンを「私立幼稚園→公立小学校→公立中学校

→公立高等学校→私立大学」と仮定した場合、子育てにかかる費用は１人

当たり約2,421万円とされている。これに基づき、子ども２人、夫の収入

は男子労働者の平均であり妻は専業主婦という世帯モデルにより家計に占

める子育てコストの負担度を分析した結果によれば、夫の年齢で、30歳前

後（第１子及び第２子が生まれる時期）と、40歳代後半（子どもが大学に

進学する時期）の２つの時期の経済的な負担が非常に大きくなる（特に、
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49 歳では可処分所得とほぼ同程度まで子育て費用がかかる。）とされてい

る。                               [資料18～22参照] 

以上のように、子育てに係る教育費は極めて大きなものとなっているが、

個々の家庭の選択にゆだねられるべきと考えられる義務教育終了後の教育

に係る費用（高校・大学等の学費など）のすべてや、家庭における教育（学

習塾・けいこごとなど）に係る費用を公費で負担することは妥当ではない

と考えられる。これらのことを踏まえると、子育て家庭への公費による経

済的支援のみをもって負担感を緩和・除去するには限界があると考えられ

る。しかしながら、子育てそのものの負担感の大きな要因となっている子

育てに係る経済的な負担感を緩和・除去することは、少子化対策を推進す

る上では大きな課題であり、どのような施策を展開すべきかについては、

十分な検討が必要となっている。 
（注） 「幼稚園就園から大学卒業までに要する費用」とは、幼稚園４歳から高等学校第３

学年までの14年間についての「学校教育費（授業料、教科書費、ＰＴＡ会費など）」、
「学校外活動費（学習塾、けいこごとの月謝など）」及び「学校給食費」を合計した
「学習費」と、大学４年間についての「学費（授業料、通学費など）」及び「生活費
（住居費、光熱費など）」を合計した「学生生活費」の２つの費用を合わせたものを
いう。 

 

(ｳ) 専業主婦家庭における子育てそのものの負担感の状況 

平成15年版厚生労働白書によると、専業主婦家庭においては、子育てそ

のものの負担感が増大してきているとされている。（注） 

この専業主婦家庭における子育てそのものの負担感について、その実態

や新エンゼルプランに掲げられている施策の実施状況等について把握した

結果は、次のとおりである。 
（注） 当省の「平成12年国勢調査報告」によると、最年少の子どもが６歳未満の夫婦の

うち、夫が就業、妻が非就業である割合は、64.8％である。 
 

ａ 関連施策の内容等 

新エンゼルプランに掲げられている施策の中には、専業主婦家庭にお

ける子育てそのものの負担感の緩和に影響を与えると考えられるもの

がみられる。これら施策の主なものとしては、「在宅児も含めた子育て

支援の推進」、「地域における家庭教育を支援する子育て支援ネットワー

クの整備」及び「幼稚園における地域の幼児教育センターとしての機能

等の充実」があると考えられる。 

また、これら主な施策のうち、当省が把握を行った次の施策について

は、例えば、地域子育て支援センターの整備数が、平成12年度の1,376

か所から 14 年度には 2,168 か所へとなっているなど、それぞれ推進さ

れている。 

(a) 在宅児も含めた子育て支援の推進 

地域子育て支援センターの整備、一時保育の推進及びファミリー・
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サポート・センターの整備 

(b) 地域における家庭教育を支援する子育て支援ネットワークの整備 

   家庭教育手帳・ノートの配布、家庭教育 24 時間電話相談の推進及

び子育てサポーターの配置 

(c) 幼稚園における地域の幼児教育センターとしての機能等の充実 

  幼稚園における預かり保育の推進         [資料８参照] 

ｂ 専業主婦家庭における子育てそのものの負担感の背景等 

共働き家庭の妻と専業主婦の子育てそのものの負担感について、平成

15年版厚生労働白書によれば、負担感が大きいと感じる者の割合は、共

働き家庭の妻は29.1％であるのに対し、専業主婦では45.3％と大きくな

っている。 

また、厚生労働省が実施した調査によると、子どもを育てていて負担

に思うこととして、「自分の自由な時間が持てない」及び「子育てによる

身体の疲れが多い」を挙げた者の割合は、就業している母親はそれぞれ

58.2％及び35.8％であるのに対し、無職の母親（専業主婦）はそれぞれ

66.4％及び40.9％と大きくなっている。   [図Ⅱ－２－⑺、⑻参照] 

こうした専業主婦家庭における子育てそのものの負担感が大きい要因

として、同白書においては、近年の少子化、核家族化の進行に伴う家族

形態の変化や都市化の進展に伴う近隣との人間関係の希薄化などを背景

として子育てをとりまく環境が大きく変化してきており、特に専業主婦

家庭の親については、地域における子育て機能の低下により、子育てや

育児について気軽に相談できる相手や仲間が身近な地域にいないことな

どが挙げられている。 

以上のことから、専業主婦は、共働き家庭の妻に比べ、子育ての負担

感が大きなものとなっていると判断される。 

したがって、今後、専業主婦家庭を対象とした子育て支援施策を充実

させることが必要であると考えられる。 

 

図Ⅱ－２－⑺ 妻の子育ての負担感（共働き状況別） 

43.4%

31.8%

27 .5%

22.9%

29 .1%

45 .3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共働き家庭の妻

専業主婦

負担感大 負担感中 負担感小
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（注）１ 財団法人こども未来財団「平成 12 年度子育てに関する意識調査事業調査報
告書」（平成13年）に基づき当省が作成した。 

２  ９項目の子育ての負担感に対し、「子育てに関して以下のように思われるこ
とはありますか」という設問を行い、「よくそう思う」を４点、「時々そう思う」
を３点、「あまりそう思わない」を２点、「全くそう思わない」を１点とし、各
回答者の９つの項目に対する合計点数を、上位（負担感大）、中位（負担感中）、
下位（負担感小）に分類した。 
３  グラフ中の「専業主婦」は、引用資料では「片方のみ就労等」であるが、女
性のみ労働の割合が全体の0.7％なので、「専業主婦」と表記した。 

 

図Ⅱ－２－⑻ 母の就業状況別、子どもを育てていて負担に思うこと 

66.4

40.9

37.1

26.8

25.8

58.2

35.8

27.7

27.4

23.0

0 10 20 30 40 50 60 70

自分の自由な時間が持てない
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目が離せないので気が休まらない
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夫婦で楽しむ時間がない

無職
有職

%

 
（注）１ 厚生労働省「第２回 21 世紀出生児縦断調査の概況」（平成 14 年度）に基づ

き当省が作成した。 
２ 「子どもを育てていて負担に思うことは何ですか」という問いに対する回答
者の割合（複数回答）である。 
３ 10選択肢のうち、回答者全体が負担に思うとした上位５選択肢を抜粋した。 
４ 回答者は、平成13年1月10日から17日の間及び7月10日から17日の間
に出生した子の親等43,473人である。 
５ 「有職」とは、常勤、パート・アルバイト、自営業、家業、内職を示す。 
６ 調査時期は、１月出生児は平成14年８月１日、７月出生児については15年
２月１日（年齢１歳６か月）である。 

 

３ 出産・育児インセンティブの付与の状況 

⑴ 出産・育児インセンティブの付与 

当省が行った「少子化対策（新エンゼルプラン）に関する住民アンケート調査」

において、子育て経験のある者に対して新エンゼルプランに掲げられている施策

のうち21の施策について、「利用又は経験・体験したもの」及び「利用又は経験・

体験して、子どもを持ちたいと思えるようになったもの」を尋ねた結果は、次の

とおりである。 

なお、Ⅰ－２－⑶－アで述べたとおり、新エンゼルプランに掲げられているす

べての施策について尋ねることができなかったことから、この結果は、新エンゼ

ルプラン全体の出産・育児インセンティブの付与の状況について、一括して分析・

評価したものではない。 

 

ア 利用等の状況 
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子育て経験がある者に対して、「あなたの家庭で実際に利用又は経験・体験

したことがあるもの」を尋ねた結果は、図Ⅱ－３－⑴のとおりである。21の施

策のうち、「休日・夜間における小児専門の救急医療体制」、「子育てのヒント

集としての家庭教育手帳、家庭教育ノート」、「家庭や地域での生活時間の拡大

（「完全学校週５日制」）」は、回答者の子どもの年齢や子育て環境によって、

子育て家庭がその利用又は経験・体験（以下「利用等」という。）を取捨選択

するものではないことから、これらを除くと、利用等をした者の割合は、「安

心して遊ばせることができる公園や河川」(27.9%)が最も多かった。次いで「育

児相談や相談サークルの支援を行う「地域子育て支援センター」」(25.1%)、「低

年齢児（０～２歳児）の保育所での受入れ」(24.9%)、「幼稚園での預かり保育」

(23.1%)、「保育所での延長保育や休日保育」（21.2%）、「幼稚園に就園しやすく

なるための入園料・保育料の軽減(幼稚園就園奨励費補助)」(21.0%)の順とな

り、就学前児童に対する保育サービスや幼稚園関連施策などに代表される子育

て支援サービスの関連施策の利用等が多くなっている。 

逆に、本アンケートにおいては、利用等をした者の割合が少なかったのは、

「育英奨学金制度の拡充」(1.6%)、「事業主による子育て支援(事業所内託児所

の充実)」(2.7%)、「特定優良賃貸住宅や公団賃貸住宅の供給による家族向け賃

貸住宅」(2.9%)の順となっている。 

 

イ 出産・育児インセンティブの付与 

「実際に利用又は経験・体験して、子どもを持ちたいと思えるようになった

もの」を尋ねたところ、出産・育児インセンティブが付与されたと回答があっ

た者が多い（55％を超える）施策は、「保育所での延長保育や休日保育」(64.4%)、

「低年齢児（０～２歳児）の保育所での受入れ」(63.8%)、「幼稚園に就園しや

すくなるための入園料・保育料の軽減（幼稚園就園奨励費補助）」(59.3%)及び

「親が病気で育児疲れの時に預けることができる一時保育」(58.3%)であった。

これらは、いずれも就学前児童に対する保育又は幼稚園の関連施策となってい

る。                        [図Ⅱ－３－⑴参照] 
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図Ⅱ－３－⑴ 利用等した施策、利用等した者のうち出産・育児インセンティブが付与された施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）当省の調査結果による。 

 

ウ 利用等した者と出産・育児インセンティブが付与された者との関係 

利用等した者の割合と利用等して子どもを持ちたいと思えるようになった

者の割合の相関関係をみると、以下のとおりである。 

(ｱ)「保育所での延長保育や休日保育」、「低年齢児（０～２歳児）の保育所

での受入れ」及び「幼稚園に就園しやすくなるための入園料・保育料の軽減

（幼稚園就園奨励費補助）」は、利用等をした者の割合もある程度高く、か

つ利用等した者のうち「子どもを持ちたいと思えるようになった」者も多い。

このことから、これらの施策については、少子化対策という観点から、今後

とも引き続き推進していく必要があるものと考えられる。 

(ｲ)「親が病気で育児疲れの時に預けることができる一時保育」、「子育て期

間中の勤務時間の短縮」、「幼稚園での子育て支援や子育てサークルの支援」

及び「病気やけがの子どもを看護するための休暇制度」は、利用等した者は

少ないが、「子どもを持ちたいと思えるようになった」者は多い。このこと

から、これらの施策については、少子化対策という観点から、更なる利用等
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の拡大を進める必要があるものと考えられる。    [図Ⅱ－３－⑵参照] 

 

図Ⅱ－３－⑵ 利用等した者の出産・育児インセンティブ付与の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）当省の調査結果による。 
 

 

⑵ 出生数・合計特殊出生率 

ア 出生数・合計特殊出生率の推移 

新エンゼルプランの計画年度以前の平成11年と、最新データの15年とを比

較すると、出生数は118万人から112万人（概数）へと減少し、また、合計特

殊出生率は1.34から1.29（概数）へと低下している。     [資料４参照] 

さらに、結婚持続期間が10年から14年で、１歳以上の子どもを持つ夫婦に

おける妻の就業経歴と子どもの数との関係をみると、平成 14 年における平均

出生児数は、就業継続型で 2.19 人、再就職型で 2.17 人、専業主婦型で 2.11

人となっている。（注）また、専業主婦型の平均出生児数について、平成９年

と14年との状況を比べると、2.29 人から2.11 人へと0.18 人の大きな減少と

なっている。                     [図Ⅱ－３－⑶参照] 
（注） 妻の就業経歴については、国立社会保障・人口問題研究所「第 12 回出生動向基本調査 

結婚と出産に関する全国調査夫婦調査の結果概要」（平成 14 年）における分類に基づき、
各語を以下のように定義した。 
１ 就業継続型：結婚前就業～第1子出産後就業～現在就業（正規の職員、パート・アル
バイト、派遣・嘱託、自営業主・家族従業者・内職） 
２ 再就職型：結婚前就業～第1子出産後無職～現在就業 
３ 専業主婦型：結婚前就業～第1子出産後無職～現在無職 
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図Ⅱ－３－⑶ 妻の就業経歴別にみた平均出生児数の推移（結婚持続期間10年～14年の夫婦
について） 

 

（注） 国立社会保障・人口問題研究所「第12回出生動向基本調査 結婚と出産に関する全
国調査夫婦調査の結果概要」（平成14年）に基づき当省が作成した。 

 

イ 出生数の減少及び合計特殊出生率の低下の原因 

出生数が減少し、合計特殊出生率が低下していることについては、前述Ⅱ－

２－⑵のとおり、子育てに伴う経済的な負担感の増大を主な原因として、子育

てそのものの負担感が緩和・除去されていないことにあると考えられる。また、

専業主婦家庭における親の子育ての負担感が、共働き家庭の親に比べて大きな

ものとなっている。これらのことが、出産をためらう家庭の増加の要因ともな

っていると推測される。 

さらに、出生数の減少及び合計特殊出生率の低下の原因が、子育てそのもの

の負担感の増大にあることに加えて、後述Ⅱ－３－⑶のとおり、政策が実施さ

れたとしても、その効果の発現に至ることを難しくさせているもの、いわば「外

部要因」の存在にもあることがうかがえる。この「外部要因」の存在が、子育

てそのものの負担感の増大とあいまって、出生数の減少及び合計特殊出生率の

低下をもたらしていると考えられる。 

 

⑶ 外部要因 

ア 理想の子ども数の減少 

出生数の減少及び合計特殊出生率の低下の原因として、子育てそのものの負

担感の増大に加えて、そもそも人々が持ちたいと思う子ども数（以下「理想の

子ども数」という。）の減少が挙げられる。 

内閣府が実施した調査結果によると、理想の子ども数の平均は、平成９年の

2.40人から15年の2.22人へと、0.18人の大きな減少となっている。 

[資料24参照] 

 

イ 理想の子ども数の減少の背景 

上記のような、理想の子ども数の減少の背景には、子どもを持つことに対す

る意識の変化がある。内閣府の調査結果によると、子どもが欲しいとする理由

2.20

2 .22

2.29

2.19

2.17

2.11

0.00 0.50 1.00 1.50 2.00 2.50 3.00

就業継続型

再就職型

専業主婦型

H９

H１４

（人）



 

 25

として、「子どもがかわいいから」といったように愛情の対象として子どもを

欲しいとする傾向が高まる一方で、「社会的に一人前になる」や「人間として

自然」といった社会的な規範意識、又は「老後の面倒を見てもらうため」等将

来の生活の必要性によるものが減少している。 

また、妻の年齢別に子どもが欲しい理由を分析した国立社会保障・人口問題

研究所の調査結果によると、妻の年齢が若いほど、「子どもを持つことは自然」、

「将来の社会の支えとなる」、「周囲に認められる」といった社会的な規範意識

を挙げる者の割合が少なくなっている。 

なお、愛情の対象として子どもを欲しいとする傾向については、「平成15年

版国民生活白書」においても、「若年では、子どもを「かわいいから」持ちた

いと考える傾向が強まっており、このような子どもに対する意識の変化を背景

に、子育てのコストが上昇してきていると指摘されている。すなわち、社会全

体が豊かになるにつれて、夫婦が生む子どもの数を減らし、子どもを塾に入れ

て学力水準の高い学校を目指したり、音楽などの情操教育やスポーツ教育に力

を入れたりするなど、子育てにより多くのお金と時間をかけるようになってき

ている」と記述されている。したがって、子育てのコストの上昇を伴う子ども

に対する意識の変化は、「理想の子ども数」の減少にも少なからず影響を与え

るものともいえる。           [図Ⅱ－３－⑷、⑸、資料25参照] 

 

ウ 少子化に及ぼす影響 

以上みてきたように、理想の子ども数が減ってきている。そして、その背景

の一つが、政策が実施されたとしても、その効果の発現に至ることが難しい

人々の意識の在り方にあると考えられる。これらのことを踏まえると、新エン

ゼルプランの推進によって、子育ての負担感が緩和・除去されたとしても、そ

れによる出産・育児インセンティブの付与の度合いは低下せざるを得ず、その

結果、出生数の増加及び合計特殊出生率の上昇に結びついていないものと考え

られる。 
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図Ⅱ－３－⑷ 子どもが欲しい理由 

 

（注）１ 平成15年版国民生活白書（内閣府「若年層の意識実態調査結果」（平成15年）及
び「国民生活選好度調査」（平成９年））に基づき当省が作成した。 

２ 「（子どもがほしいと思っている人に）なぜ子どもがほしいと思うのですか。（○
は３つまで）」という問いに対する回答者の割合（複数回答）である。 
３ 回答者は20歳から34歳の男女で、平成15年は1,377人、９年は996人である。 

 

図Ⅱ－３－⑸ 妻の年齢別にみた、子どもを持つことを理想と考える理由 

 

（注）１ 国立社会保障・人口問題研究所「第12回出生動向基本調査 結婚と出産に関する
全国調査夫婦調査の結果概要」（平成14年）に基づき当省が作成した。 

２ 「なぜ子どもを持つことが理想なのか」という問いに対する回答者の割合（複数
回答）である。 
３ ９選択肢のうち、社会的な規範意識に関する４選択肢を抜粋した。 
４ 回答者は、理想の子ども数が1人以上と答えた初婚同士の夫婦6,271人である。 

 

⑷ 政策効果の発現の脈絡について 

今回の評価を行うに当たり、当省が設定した新エンゼルプランの政策効果の発
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その他
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現の脈絡は、Ⅰ－２－(1)で述べたとおり、新エンゼルプランに掲げられている各

種施策を推進することにより、「仕事と子育ての両立に係る負担感」や「子育てそ

のものの負担感」が緩和・除去され、持ちたい者は誰もが、家庭や子育てに夢や

希望を持つことができる社会づくりが進められ、その結果、出生数が増加し、合

計特殊出生率も上昇する、というものとなっている。   ［図Ⅰ－２－⑴参照] 

     

このため、ここでは、当省が行った住民アンケート調査において、新エンゼル

プランのうちの21の施策について、「実際に利用等して、子育ての負担感が緩和

された」者の割合と「実際に利用等して、あなたが子どもを持ちたいと思えるよ

うになった」者との割合について、相関関係を分析した結果、高い相関関係（相

関係数約0.85）にあることがわかった。     [図Ⅱ－３－⑹、資料28参照] 

このことから、少子化対策のため、関係行政機関の連携の下、子育ての負担感

を緩和・除去し、出産・育児インセンティブを付与するという、新エンゼルプラ

ンの政策効果の発現の脈絡はおおむね妥当であると考えられる。 

 

図Ⅱ－３－(6) 「負担感の緩和」と「出産・育児インセンティブ」の相関関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（注）１ 当省の調査結果による。なお、「利用等して負担感が緩和された割合」（x軸）の値の平

均値は 55.9％、標準偏差は 17.3 である。「利用等して子どもを持ちたいと思えるように
なった割合」（y軸）の値の平均値は45.9％、標準偏差は14.0である。（n＝21） 
２ Ｒは相関係数である。 
３ 説明変数の係数が０との仮説について検定を行ったところ、t値は7.0409であり、１％
の有意水準で統計的に有意であることが示された。 

 

４ 分野及び施策間において相対的に特に充実が望まれているもの 

前述Ⅱ－３－⑷のとおり、新エンゼルプランの政策効果の発現の脈絡はおおむね

妥当なものといえる。そこで、今後どのような施策を充実させることが必要かとの
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31.1
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26.7

46.1

33.0

20.1

22.8

2.4

17.0

58.6
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保育サービス等子育て支援サービス

両立のための雇用環境

性別役割分業や企業風土の是正

母子保健医療体制

地域の教育環境

のびのび育つ学校教育

教育に伴う経済的負担の軽減

※教育費以外の経済的負担の軽減

住まい・まちづくり

無回答

(%)

観点から、新エンゼルプランに掲げられている各分野及び各施策並びにそれら以外

の特に充実が望まれていると考えられるニーズ（以下、当該ニーズが分野レベルの

ものである場合には「新規分野ニーズ」、当該ニーズが施策レベルのものである場合

には「新規施策ニーズ」という。）について、相対的に特に充実が望まれているもの

は何かを把握した。具体的には、住民アンケート調査において「子どもを持ちたい

と思えるようになるために特に充実を望むもの」を用意した選択肢のうちから、お

おむね３分の１を選択するよう求めたものであり、その結果は次のとおりである。 

 

⑴ 分野間において相対的に特に充実が望まれているもの 

分野間では、子どもを持ちたいと思えるようになるためには、「教育に伴う経

済的負担の軽減」の分野(58.6％)が、次いで「仕事と子育ての両立のための雇用

環境の整備」の分野(46.1％)が特に充実が望まれていた。 

また、新規分野ニーズである「教育費以外の子育てに伴う経済的負担の軽減」

(36.7％)についても、その充実が特に望まれていた。   ［図Ⅱ－４－⑴参照] 

なお、現在、子どもがいない者といる者とに分けてみると、子どもがいない者

は、子どもがいる者に比べ、働き方の分野や「母子保健医療体制の整備」の分野

について、その充実を特に望んでいる者が多かった。一方、子どもがいる者は、

子どもがいない者に比べ、経済的負担の軽減の分野や「住まいづくりやまちづく

りによる子育ての支援」の分野について、その充実を特に望んでいる者が多かっ

た。                           ［資料29参照] 

 

図Ⅱ－４－⑴ 分野間において相対的に特に充実が望まれているもの 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）１ 当省の調査結果による。 

２ ９つの分野について、「子どもを持ちたいと思えるようになるために、特に充実を望む
ものを３つ選んでください」という問いに対する回答者の割合である。 
３ ※印を付したものは、グループインタビュー調査で要望が高かった新規分野ニーズであ
る。 
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20.6
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31.9
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31.0

50.9

46.9
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38.3

24.4
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低年齢児保育

※年度途中の保育所受入れ
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乳幼児健康支援一時預かり
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※トワイライトスティ

※駅前保育

※幼稚園と保育所の施設共用化

※保育所選定情報

※ショートスティ

地域子育て支援センター
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※親子のつどいの広場

無回答

(%)

 

⑵ 分野内の施策間において相対的に特に充実が望まれているもの 

ア 「保育サービス等子育て支援サービスの充実」の分野 

「保育サービス等子育て支援サービスの充実」の分野では、子どもを持ちた

いと思えるようになるためには、「需要の多い０～２歳児の保育所での受入れ

を拡大する取組」（低年齢児保育）(50.9％)が、次いで「通常の保育時間の前

後や休日に子どもを預かるサービス」（延長・休日保育）(46.9％)、「小学校低

学年の子どもが放課後に遊んで過ごせる場」（放課後児童クラブ）(42.1％)、「普

段は家にいる子どもでも、親が病気で育児疲れの時に預かるサービス」（一時

保育）（38.3％）が特に充実が望まれていた。 

また、新規施策ニーズである「親が急病や育児疲れのときに子どもを数日間、

宿泊で預かるサービス」（ショートスティ）(36.9％)についても、その充実が

特に望まれていた。                 ［図Ⅱ－４－⑵参照] 

さらに、居住地域別にみると、全体としては低位(22.2％)にあった「駅前な

ど便利な場所で子どもを預かるサービス」（駅前保育）が、大都市においては、

その充実を特に望んでいる者が多く、15の選択肢のうち６番目の多さ(32.2％)

となった。                       ［資料30参照] 
 
図Ⅱ－４－⑵ 「保育サービス等子育て支援サービスの充実」の分野内の施策間において相

対的に特に充実が望まれているもの 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 「保育サービス等子育て支援サービスの充実」の分野内の７つの施策及び新規施
策ニーズについて、「子どもを持ちたいと思えるようになるために、特に充実を望む
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2.0
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38.7
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育児休業給付金額の充実

※育児休業期間の長期化

会社による職場復帰の支援
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※ひとり親家庭の就業機会の確保

※育児時間に配慮した職業訓練

無回答

(%)

ものを５つ選んでください」という問いに対する回答者の割合である。 
３ ※印を付したものは、「保育サービス」におけるロジックツリーにより抽出した新
規施策ニーズである。 

 

イ 「仕事と子育ての両立のための雇用環境の整備」の分野 

「仕事と子育ての両立のための雇用環境の整備」の分野では、子どもを持ち

たいと思えるようになるためには、「育児休業給付金額の充実」 (53.1％)が、

次いで「子育てのための時間が確保できる職場環境」（子育て時間の確保がで

きる職場）(51.8％)、「会社による職場復帰の支援」 (40.6％)が特に充実が望

まれていた。                    ［図Ⅱ－４－⑶参照] 
 
図Ⅱ－４－⑶ 「仕事と子育ての両立のための雇用環境の整備」の分野内の施策間において

相対的に特に充実が望まれているもの 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 「仕事と子育ての両立のための雇用環境の整備」の分野内の５つの施策及び新規
施策ニーズについて、「子どもを持ちたいと思えるようになるために、特に充実を望
むものを３つ選んでください」という問いに対する回答者の割合である。 
３ ※印を付したものは、「働き方」におけるロジックツリーにより抽出した新規施策
ニーズである。 

 

ウ 「働き方についての固定的な性別役割分業や職場優先の企業風土の是正」の

分野 

「働き方についての固定的な性別役割分業や職場優先の企業風土の是正」の

分野では、子どもを持ちたいと思えるようになるためには、「仕事優先ではな

く、仕事と家庭を両立させる働き方のできる職場環境」（仕事優先ではなく、

仕事と家庭が両立できる職場環境）(69.9％)が特に充実が望まれていた。 

また、新規施策ニーズである「男性を含めた子育てに理解がある職場環境」

（子育てに理解がある職場環境）(61.0％)についても、その充実が特に望まれ

ていた。                      ［図Ⅱ－４－⑷参照] 
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児への高度な専門的医療

※出産に関する医療サービス

の情報提供や相談窓口

※身近にあり気軽に利
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休日・夜間の小児救急医療

※乳幼児の事故防止・応急措
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する情報提供や相談窓口

無回答

(%)
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を提供できる病院
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用できる小児科病院

※出産に関する医療サービス

の情報提供や相談窓口

※乳幼児の事故防止・応急措

置の情報提供や相談窓口

※思春期のこころの健康に関

する情報提供や相談窓口

 
図Ⅱ－４－⑷ 「働き方についての固定的な性別役割分業や職場優先の企業風土の是正」の

分野内の施策間において相対的に特に充実が望まれているもの 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 「働き方についての固定的な性別役割分業や職場優先の企業風土の是正」の分野
内の２つの施策及び新規施策ニーズについて、「子どもを持ちたいと思えるようにな
るために、特に充実を望むものを２つ選んでください」という問いに対する回答者
の割合である。 
３ ※印を付したものは、「働き方」におけるロジックツリーにより抽出した新規施策
ニーズである。 
 

エ 「母子保健医療体制の整備」の分野 

「母子保健医療体制の整備」の分野では、子どもを持ちたいと思えるように

なるためには、「夜間、休日における小児専門の救急医療体制」（休日・夜間の

小児救急医療）(64.3％)が、次いで「母子に関する高度な医療を提供できる病

院」（母子に関する高度医療を提供できる病院）(36.7％)が特に充実が望まれ

ていた。 

また、新規施策ニーズである「身近にあり、気軽に利用できる小児科病院」 

（身近にあり気軽に利用できる小児科病院）(52.4％)についても、その充実が

特に望まれていた。                 ［図Ⅱ－４－⑸参照] 
 
図Ⅱ－４－⑸ 「母子保健医療体制の整備」の分野内の施策間において相対的に特に充実が

望まれているもの 
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（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 「母子保健医療体制の整備」の分野内の４つの施策及び新規施策ニーズについて、
「子どもを持ちたいと思えるようになるために、特に充実を望むものを３つ選んで
ください」という問いに対する回答者の割合である。 
３ ※印を付したものは、「相談・支援体制」、「母子保健」におけるロジックツリーに
より抽出した新規施策ニーズである。 

 

オ 「地域で子どもを育てる教育環境の整備」の分野 

「地域で子どもを育てる教育環境の整備」の分野では、子どもを持ちたいと

思えるようになるためには、「預かり保育や子育て相談など幼稚園による子育

て支援」（幼稚園による子育て支援）(53.3％)が、次いで「学校において地域

の人々と子どもが交流する場」（学校内の地域との交流の場）(38.0％)が特に

充実が望まれていた。                ［図Ⅱ－４－⑹参照] 
 
図Ⅱ－４－⑹ 「地域で子どもを育てる教育環境の整備」の分野内の施策間において相対的

に特に充実が望まれているもの 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 「地域で子どもを育てる教育環境の整備」の分野内の４つの施策及び新規施策ニ
ーズについて、「子どもを持ちたいと思えるようになるために、特に充実を望むもの
を２つ選んでください」という問いに対する回答者の割合である。 
３ ※印を付したものは、「教育」におけるロジックツリーにより抽出した新規施策ニ
ーズである。 

 

カ 「子どもたちがのびのび育つ教育環境の実現」の分野 

「子どもたちがのびのび育つ教育環境の実現」の分野では、子どもを持ちた

いと思えるようになるためには、「自ら学び考える力や豊かな人間性を育む学

校教育」（「生きる力」を育成する学校教育）(51.0％)が、次いで「校内暴力、

いじめ、不登校に適切に対応する学校内の教育相談体制」（不登校等への学校

内の相談体制）(44.7％)が特に充実が望まれていた。  ［図Ⅱ－４－⑺参照] 
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※私立学校進学の経済的負担

無回答

(%)

 
図Ⅱ－４－⑺ 「子どもたちがのびのび育つ教育環境の実現」の分野内の施策間において相

対的に特に充実が望まれているもの 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 「子どもたちがのびのび育つ教育環境の実現」の分野内の５つの施策及び新規施
策ニーズについて、「子どもを持ちたいと思えるようになるために、特に充実を望む
ものを２つ選んでください」という問いに対する回答者の割合である。 
３ ※印を付したものは、「教育」におけるロジックツリーにより抽出した新規施策ニ
ーズである。 

 

キ 「教育に伴う経済的負担の軽減」の分野 

「教育に伴う経済的負担の軽減」の分野では、子どもを持ちたいと思えるよ

うになるためには、「高校や大学への進学にかかる経済的負担の軽減」（高校、

大学進学の経済的負担）(65.5％)が特に充実が望まれていた。 

［図Ⅱ－４－⑻参照] 
 
図Ⅱ－４－⑻ 「教育に伴う経済的負担の軽減」の分野内の施策間において相対的に特に充

実が望まれているもの 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 「教育に伴う経済的負担の軽減」の分野内の２つの施策及び新規施策ニーズにつ
いて、「子どもを持ちたいと思えるようになるために、特に充実を望むものを１つ選
んでください」という問いに対する回答者の割合である。 
３ ※印を付したものは、「教育」におけるロジックツリーにより抽出した新規施策ニ
ーズである。 

 

ク 「住まいづくりやまちづくりによる子育ての支援」の分野 

「住まいづくりやまちづくりによる子育ての支援」の分野では、子どもを持

ちたいと思えるようになるためには、「安心して子どもを遊ばせることができる
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※利用しやすい交通機関・施設

無回答

(%)

遊び場」（安心して遊べる遊び場）(54.3％)が、次いで「子どもが家の周りを安

全に歩くことができる住宅地区の道路」（安全な住宅地区の道路）(37.7％)が特

に充実が望まれていた。               ［図Ⅱ－４－⑼参照] 

なお、現在、子どもがいない者といる者とに分けてみると、子どもがいない

者は、子どもがいる者に比べて「住宅が職場や保育所に近く、仕事や社会活動

をしながら子育てしやすいまちづくり」（住宅が職場・保育所に近いまち）や

「広くてゆとりがあり、子育てがしやすい住宅」（広くてゆとりある住宅）な

ど住宅関連の施策について、その充実を特に望んでいる者が多かった。一方、

子どもがいる者は、子どもがいない者に比べて「安心して子どもを遊ばせるこ

とができる遊び場」（安心して遊べる遊び場）や「子どもが家の周りを安全に

歩くことができる住宅地区の道路」（安全な住宅地区の道路）など安全・安心

のまちづくりに関連する施策について、その充実を特に望んでいる者が多かっ

た。                            ［資料31参照] 
 
図Ⅱ－４－⑼ 「住まいづくりやまちづくりによる子育ての支援」の分野内の施策間におい

て相対的に特に充実が望まれているもの 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 「住まいづくりやまちづくりによる子育ての支援」の分野内の５つの施策及び新
規施策ニーズについて、「子どもを持ちたいと思えるようになるために、特に充実を
望むものを２つ選んでください」という問いに対する回答者の割合である。 
３ ※印を付したものは、「住宅等」におけるロジックツリーにより抽出した新規施策
ニーズである。 
 

５ 少子化対策に関する地方公共団体独自の評価の実施について 

当省が、関係各省による少子化対策に関する政策評価の実施上の参考とする見地

から、地方公共団体における少子化対策関連施策についての独自の評価の実施状況

について 41団体を調査した結果、６県３市において、少子化対策関連施策について

一括して独自に評価を実施している例がみられた。その内容をみると、これらはい

ずれも県又は市が策定したエンゼルプラン等に掲げる施策について、毎年度、あら

かじめ設定した達成すべき数値目標に対する実績を測定した実績評価を実施してい

るものであり、少子化対策関連施策の効果の発現状況を一括して評価するという観

点からの総合的な評価を実施している例はなかった。 
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なお、これらの県市のうち５県３市は、数値目標として、個別施策の進ちょく状

況を測定する指標（休日保育実施箇所数、一時保育実施箇所数等）を設定していた。 

残る１県は、個別施策の進ちょく状況を測定する指標だけでなく、個別施策の効

果を測定する指標（保育所待機児童数、育児休業取得率等）も設定していた。 

[資料32参照] 
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第３ 評価の結果及び意見 

１ 評価の結果 

当省としては、今回の評価を行うに当たり、新エンゼルプランが推進されること

により、「仕事と子育ての両立に係る負担感や子育ての負担感の緩和・除去」がなさ

れ、「家庭や子育てに夢や希望を持つことができる社会づくり」が進められ、その結

果、「出生数の増加・合計特殊出生率の上昇」がもたらされる、と同プランの政策効

果の発現の脈絡を設定するとともに、それぞれ「子育ての負担感の緩和」、「子ども

を持ちたいと思えるようになったか」（出産・育児インセンティブの付与）及び「出

生数」、「合計特殊出生率」という指標を設定して把握・分析した。 

 

まず、新エンゼルプランに掲げる施策の進ちょく状況をみると、一部の事業につ

いて遅れがみられるものの、全体としては着実に進んでいる。 

次に、新エンゼルプランについて、今回設定した政策効果のうち、第一の政策効

果としての「仕事と子育ての両立に係る負担感や子育ての負担感の緩和・除去」に

ついては、「仕事と子育ての両立に係る負担感」は、いまだ十分とはいえないものの、

総じて緩和されてきている。一方、「子育てそのものの負担感」は、必ずしも緩和さ

れているとはいえない。その原因として、子育てに伴う経済的な負担感が増大して

いることが挙げられる。また、専業主婦家庭は、共働き家庭に比べ、「子育てそのも

のの負担感」が大きいものとなっている。 

第二の政策効果としての「家庭や子育てに夢や希望を持つことができる社会づく

り」については、「出産・育児インセンティブの付与」を指標として、新エンゼルプ

ランのうち21の施策について、当省による住民アンケート調査により把握・分析し

た。その限りでは、施策によって、利用等した者のうち出産・育児インセンティブ

が付与された者の割合には高低がみられた。 

第三の政策効果としての「出生数の増加・合計特殊出生率の上昇」については、

これらの数値は、いずれも低下の一途を示している。新エンゼルプランが推進され

ているにもかかわらずこのような結果になっていることについては、上記のとおり、

子育てに伴う経済的な負担感が増大していることや、専業主婦家庭の子育ての負担

感が大きいことに加え、子どもが欲しい理由として、「社会的に一人前になる」や「人

間として自然」といった社会的な規範意識を挙げる者が減少している等子どもを持

つことに対する個人の意識が変化し、このことが外部要因となって影響を与えてい

るものと考えられる。 

 

「仕事と子育ての両立に係る負担感や子育ての負担感を緩和・除去」し、「家庭や

子育てに夢や希望を持つことができる社会づくり」を進めるという新エンゼルプラ

ンの政策効果の発現の脈絡については、当省による住民アンケート調査の結果、お

おむね妥当であると考えられ、関係省が、新エンゼルプランを推進していることは

適当であると認められる。 
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また、新エンゼルプランに掲げられている分野及び分野ごとの施策に関し、「特に

充実を望む」ものはどれかということについて、当省が住民アンケート調査を行っ

た結果、次のことが明らかになった。 

① 分野については、新エンゼルプランに掲げられている８分野のうち、「教育に伴

う経済的負担の軽減」の分野が、次いで「仕事と子育ての両立のための雇用環境

の整備」の分野が相対的に特に充実が望まれている。また、新エンゼルプランに

掲げられていない「教育費以外の子育てに伴う経済的負担の軽減」についても、

その充実が望まれている。 

② 同じ分野に区分されている新エンゼルプランに掲げられている施策であっても、

「特に充実を望む」との回答の割合には、第２のⅡ－４－(2)のアからクで示した

ように、相対的に高いものや低いものがある。 

③ 新エンゼルプランに掲げられていない施策であっても、「特に充実を望む」との

回答の割合が、第２のⅡ－４－(2)のア、ウ及びエで示したように、相対的に高い

ものがある。 

 

以上のことを踏まえると、今後、少子化対策を効果的に推進していくため、平成

16年中に策定することが予定されている新新エンゼルプランの策定に際しては、子

育てに伴う経済的な負担感の緩和や、子育て中の専業主婦家庭の負担感の緩和に資

する施策を充実するとともに、それぞれの分野内の施策について、当省のアンケー

ト調査結果を参考として重点化を図ることが、重要である。 

 

２ 意見 

したがって、関係省において、少子化対策を効果的に推進していくため、平成16

年中に策定することが予定されている新新エンゼルプランの策定に際しては、現下

の厳しい財政状況を踏まえつつ、子育てに伴う経済的な負担感の緩和や、子育て中

の専業主婦家庭の負担感の緩和に資する施策を充実するとともに、それぞれの分野

内の施策について、当省のアンケート調査結果を参考に重点化を図ることが、必要

である。 




















































































































































































































